
「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」の実施状況について 

平成 29年２月 24日 

総務省行政管理局 

独立行政法人の職員宿舎については、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計

画」（平成 24年 12月 14日行政改革担当大臣決定）に基づき各法人において見直しを実施し

ているところです。同実施計画では、見直しの進捗状況について毎年度フォローアップを行

い、これを取りまとめて公表することとしております。 

今回、各府省・各法人からの報告を受け、平成 28 年９月末時点の進捗状況について、以

下のとおりとりまとめましたので、公表いたします。 

宿舎戸数の見直しの進捗状況 

U１．計画に記載された宿舎の廃止状況 

全法人の宿舎戸数：約 28,400戸 

→実施計画における削減予定数約 8,100 戸に対し、約 6,300戸を削減済み

時 点 宿舎戸数 約 34,700戸からの減少累計 

平成 24年４月 約 31,800戸 約 2,900戸 

平成 25年９月 約 30,700戸 約 4,000戸 

平成 26年９月 約 29,800戸 約 4,900戸 

平成 27年９月 約 29,200戸 約 5,500戸 

平成 28年９月 約 28,400戸 約 6,300戸 

注１：四捨五入の関係で合計が一致しないものがある。 
注２：この表の宿舎戸数は、それぞれのフォローアップ時点で確認された宿舎戸数を記

載している。  
注３：実施計画の「（別紙）『廃止する宿舎の一覧』」のうち、昨年のフォローアップ以降

に廃止が確認された宿舎は別添１のとおり。 

U２．法人の業務内容の変更や人員配置の変化等により必要となる宿舎戸数の増減が

生じたものの状況 

実施計画策定後、必要となる宿舎戸数の増減が生じたものは別添２のとおり。 

○「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（H24.12.14）のポイント

・独立行政法人の宿舎戸数約 34,700戸から、５年を目途に約 26,600戸まで、約 8,100戸

（▲23.4%）を削減。

・宿舎の廃止による国庫納付対象資産の規模は、計画策定時の見込みの概算で合計すると

約 250億円程度。

・宿舎使用料については国家公務員宿舎の引上げも参考にしながら、各法人が決定。
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U３．国庫納付実績及び国庫納付見込資産 

①国庫納付実績：約 177億円（金銭納付:約 123 億円、現物納付:約 54 億円（簿価））

時 点 合計 うち金銭納付 うち現物納付（簿価） 

平成 24 年３月まで 約 48億円 約 28億円 約 20億円 

平成 24 年４月～ 

平成 25年９月 
約 69億円 約 64億円 約 5億円 

平成 25年 10月～ 

平成 26年９月 
約 7億円 約 7億円 約 0.3 億円 

平成 26年 10月～ 

平成 27年９月 
約 12億円 約 6億円 約 6.5 億円 

平成 27年 10月～ 

平成 28年９月 
約 41億円 約 19億円 約 22億円 

合 計 約 177億円 約 123 億円 約 54億円 

注：四捨五入の関係で合計が一致しないものがある。  

②今後の国庫納付見込資産：約 166億円（簿価）

宿舎使用料の見直しの進捗状況 

U１．宿舎使用料の設定状況 

国家公務員宿舎の使用料が激変緩和措置として段階的に引き上げられること等を

踏まえ、各法人において、以下のように対応している（別添３参照）。 

・使用料を引き上げることとした法人 ３６法人 

  うち引き続き段階的引上げ等について検討する法人 ３０法人 

  うち引き上げた結果、概ね収支相償となる法人 ６法人 

・現時点では使用料を据え置くこととした法人 １０法人 

  うち引き続き段階的引上げ等について検討する法人  ７法人 

  うち既に概ね収支相償となっている法人 ３法人 

注：実施計画終了後も引き続き宿舎を有することとなる法人は 46法人。 

U２．宿舎に係る収支の状況 U（27年度 全法人計） 

収入 約 44 億円 費用 約 79億円 

注：上記の費用は、宿舎に係る費用約 104 億円から借家権相当額を控除したも

のである。 
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（別添２） 

U法人の業務内容の変更や人員配置の変化等により 

U必要となる宿舎戸数の増減が生じたもの 

○必要となる宿舎戸数が増加したもの（91戸増）

所管省庁 法人名 宿舎名 

文部科学省 量子科学技術研究開発機構 宿舎 

厚生労働省 国立病院機構 

南和歌山医療センター宿舎 

福山医療センター職員宿舎 

○必要となる宿舎戸数が減少したもの（259戸減）

所管省庁 法人名 宿舎名 

文部科学省 国立高等専門学校機構 
函館高専日吉北団地 等 

宿舎 

厚生労働省 

労働者健康安全機構 
中国労災病院職員宿舎 等 

宿舎 

国立病院機構 
山口宇部医療センター看護師宿舎 等 

宿舎 

国立がん研究センター 国立がん研究センター東病院根戸宿舎 

国立精神・神経医療研究 
センター

一般宿舎 

注１：人事異動等に伴う一時的な増減を除く。 

注２：宿舎名の欄に単に「宿舎」と記載しているものは、借上宿舎の貸主のプライバ

シー保護等の関係上、宿舎の名称を伏せたもの。

注３：平成 28 年９月時点の法人名を記載している関係上、実施計画策定時の法人名

と一致しないものがある。 

※平成 26年４月に発足した地域医療機能推進機構については、発足当時の宿舎

戸数は約 3,800 戸であり、概ね５年以内に約 600 戸を削減し、約 3,200 戸と

する予定。
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（別添３） 
U宿舎使用料の設定状況 

 使用料を引き上げることとした法人
うち引き続き段階的引上げ等について検討する法人 

北方領土問題対策協会 
国際協力機構 
国際交流基金 
造幣局 
国立印刷局 
国立文化財機構 
理化学研究所 
宇宙航空研究開発機構 
日本スポーツ振興センター 
日本芸術文化振興会 
日本学生支援機構 
海洋研究開発機構 
国立高等専門学校機構 
高齢・障害・求職者雇用支援機構 
国立病院機構 
医薬基盤・健康・栄養研究所 
国立循環器病研究センター 
国立精神・神経医療研究センター 
農業・食品産業技術総合研究機構 
森林総合研究所 
製品評価技術基盤機構 
日本貿易振興機構 
石油天然ガス・金属鉱物資源機構 
鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
水資源機構 
空港周辺整備機構 
都市再生機構 
奄美群島振興開発基金 
日本高速道路保有・債務返済機構 
住宅金融支援機構 

うち引き上げた結果、概ね収支相償となる法人 
大学改革支援・学位授与機構 
日本原子力研究開発機構 
量子科学技術研究開発機構 
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 
労働者健康安全機構 
国立成育医療研究センター 

 現時点では使用料を据え置くこととした法人
うち引き続き段階的引上げ等について検討する法人 

科学技術振興機構  
日本貿易保険 
産業技術総合研究所 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 
中小企業基盤整備機構 
国際観光振興機構 
自動車事故対策機構 

うち既に概ね収支相償となっている法人 
国立がん研究センター 
国立国際医療研究センター 
農畜産業振興機構 

  注：平成 28年９月時点の法人名を記載している関係上、実施計画策定時の法人名とは 
一致しないものがある。 
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